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が認められなければならないとするが、表現こそ異なる
ものの、最高裁判決も一応の合理性があるとか、あるいは著しく不合理とはい
えないとかいったレベルでは、区別の合理性を裏付けるものとはいえないこと
を示唆しているものと思われる。
判決はこうしておいて、続いて準正子と準正子でない非嫡出子との間で国籍
取得の可否の区別（以下原則として「本件区別」という）を生じさせている３
条１項の立法目的に合理的な根拠が認められるか否か、およびその具体的な区
別と立法目的との間に合理的関連性が認められるか否かを論じるのであるが、
この準正子と準正子でない非嫡出子の国籍取得の可否の区別の合理性を論じる
という態度は第２事件１審判決同様、最後まで維持されている。
３条１項の立法目的については判決は、「同法の基本的な原則である血統主
義を基調としつつ、日本国民との法律上の親子関係の存在に加え我が国との密
接な結びつきの指標となる一定の要件を設けて、これらを満たす場合に限り出
生後における日本国籍の取得を認めることとしたものと解される」という。そ
してとくにくわしく理由をのべることなく（もっとも３条１項を設けた国籍法
改正時には、父母両系血統主義を採用する国には、自国民である父の非嫡出子
について認知だけでなく、準正のあった場合に限り、自国籍の取得を認める国
が多かったことや、日本国民を血統上の親として出生した子であっても、日本
国籍を生来的に取得しなかった場合には、その後の生活を通じて国籍国である
外国との密接な結びつきを生じさせている可能性があること等はのべられてい
る）、こうした立法目的自体には合理的な根拠があるというべきであるとする。
この判断は最後まで変えられていない。
また具体的な区別と立法目的との間の合理的関連性についても、３条１項が
認知に加えて準正を国籍取得の要件としたことは、当時の我が国の社会通念や
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社会的状況、あるいは諸外国における国籍法制の傾向からすれば、立法時に
は、立法目的との間に一定の合理的関連性があったものということができると
して、それを肯定する。
こうして３条１項は立法時にはその目的においても、認知に加え、準正を国
籍取得の要件としたことにおいても、合理性が認められる規定であったとされ
るのである。
しかし時代の進展につれ、認知に加えて準正を出生後における届出による国
籍取得の要件としておくことについては、立法目的との間に合理的関連性を見
出し難くなっていると判決は論を進める。すなわち３条１項について求められ
る２つの合理性のうち、第１の立法目的の合理性は依然維持されているとして
も、第２の具体的な区別と立法目的との間の合理的関連性はもはや継続して認
めるのが困難であるとするのである。
判決がこのように判断する理由は２つあって、１つは我が国の社会通念・社
会的状況の変化、あるいは国際化の進展・国際的交流の増大による日本人父と
外国人母との間に出生する子の増加、等に伴う家族生活の実体や親子関係のあ
り方についての認識の複雑多様化である。具体的には、夫婦共同生活のあり方
を含む家族生活や親子関係に関する意識が多様化したこと、出生数に占める非
嫡出子の割合の増加などの家族生活や親子関係の実態も変化・多様化したこ
と、および両親の一方のみが日本国民である場合には、同居の有無などの家族
関係の実態や法律上の婚姻あるいはそれを背景にした親子関係のあり方につい
ての認識も、両親が日本国民である場合と比べてより複雑多様な面があり、そ
の子とわが国との結びつきの強弱を両親が法律上の婚姻をしているか否かを
もって直ちに測ることはできないこと、等が指摘されている。
要するに３条１項の立法当時と比べて現在では、家族生活に関する意識や実
態も変化し、多様化していること、とくに両親の一方のみが日本国民である場
合には、そのことが顕著であること、具体的には夫婦や親子の同居、あるいは
法律上の婚姻の手続に往時ほど重きを置かない意識や実態がみられるように
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なったことがのべられているのであるが、判決はその結果、「これらのことを
考慮すれば、日本国民である父が日本国民でない母と法律上の婚姻をしたこと
をもって、初めて子に日本国籍を与えるに足りるだけの我が国との密接な結び
つきが認められるものとすることは、今日では必ずしも家族生活等の実態に適
合するものということはできない」という。換言すれば、「血統主義を基調と
しつつ、日本国民との法律上の親子関係の存在に加え我が国との密接な結びつ
きの指標となる一定の要件を設けて、これらを満たす場合に限り出生後におけ
る日本国籍の取得を認める」という３条１項の立法目的、立法趣旨そのものは
今日でもなお合理性を見出し得るが、「一定の要件」を「父母の法律上の婚姻」
に限定することには、もはや合理性を見出すことはできないとするのである。
こうした判断の根拠となると判決がするもう１つの理由は、かつて自国民で
ある父の非嫡出子について準正を国籍取得の要件としていた多くの国におい
て、今日までに、認知等により自国民との父子関係の成立が認められた場合に
はそれだけで自国籍の取得を認める旨の法改正が行われているなどの、非嫡出
子の差別解消に向けての国際的な動向である。
重ねていえば、判決はこのような２つの理由を挙げて、「以上のような我が
国を取り巻く国内的・国際的な社会的環境等の変化に照らしてみると、準正を
出生後における届出による日本国籍取得の要件としておくことについて、前記
の立法目的との間に合理的関連性を見いだすことがもはや難しくなっていると
いうべきである」とするのである。
ただ正確にいうと判決は、３条１項の掲げる準正要件が、その立法目的と合
理的関連性を欠くことの指摘を、これだけでは終っていない。さらにそれに付
け加えて判決は、現行国籍法の下では、日本国民である父または母の嫡出子は
もとより、日本国民である父から胎児認知を受けた非嫡出子、および日本国民
である母の非嫡出子も生来的に日本国籍を取得することになるところ、これら
の子と同じく日本国民を血統上の親として出生し、法律上の親子関係を生じた
子であるにもかかわらず、日本国民である父から出生後に認知された子のうち
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準正により嫡出子たる身分を取得しない子に限っては日本国籍を取得すること
ができないことになるが、このように日本国民である父から出生後に認知され
たにとどまる非嫡出子のみが、日本国籍の取得について著しい差別的取扱いを
受けていることは、国籍の取得が基本的人権の保障を受けるうえで重大な意味
をもち、したがってその否定によって子の被る不利益が看過し難いものである
ことからすれば、立法目的との間に合理的関連性を見出し難いというのであ
る。とりわけ判決は、日本国民である父から胎児認知された子と生後認知され
た子との間においては、我が国社会との結びつきの程度に一般的差異が存する
とは考え難いこと、および、父母両系血統主義を採用する国籍法の下で、日本
国民である母の非嫡出子が出生により日本国籍を取得するにもかかわらず、日
本国民である父から出生後に認知されたにとどまる子は、届出による日本国籍
の取得すら認められないことの不合理さをのべて（後者の区別は父母の地位を
も区別するものであるから、両性の平等という観点からみてその基本的立場に
沿わないところがあるともされている）、日本人を父とする非嫡出子について
のみ、準正要件を満たさない限り国籍取得を認めないとしていることは、今日
においては、立法目的との間の合理的関連性を欠くにいたっていると判断する
所以を補強している。
ただ胎児認知を受けた非嫡出子や日本人母の非嫡出子との区別の存在はその
とおりであるとしても、この区別は３条１項を設けた当時から存在したわけで
あるから、こうした区別の不合理さの指摘が、準正要件が、時代の進展につれ
て立法目的との間の合理的関連性を欠くようになったという判決の行論の補強
となるかは疑わしいであろう。どういう意味で補強となっているのか分かりづ
らいとの批判が寄せられるのも（15）頷けるところである。
ともあれ判決はこうした行論を受けて、本件区別は遅くとも上告人が法務大
臣あてに国籍取得届を提出した当時には、立法府に与えられた裁量権を考慮し
てもなおその立法目的との間において合理的関連性を欠くものとなっていたと
解され、したがって上記時点において、本件区別は合理的な理由のない差別と
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なっていたといわざるを得ず、国籍法３条１項の規定が本件区別を生じさせて
いることは、憲法14条１項に違反するものであったというべきであると結論す
るのである。
この後判決は、しかしながら、本件区別による違憲の状態を解消するために
３条１項の規定全体を全部無効として、準正子の届出による国籍の取得をもす
べて否定することは、採り得ない解釈であるとし、そうすると準正子について
届出による国籍の取得を認める３条１項の存在を前提として、本件区別により
不合理な差別的取扱いを受けている者の救済をはかり、本件区別による違憲の
状態を是正する必要があるとして、その是正の方法の検討に移るのであるが、
ここでここまでの最高裁判決のポイントを、コメントを混じえ、また２つの事
件の１審判決とも比較しながら、一応中間総括的にまとめると、次のようなこ
とがいえるであろう。
何よりも目につくのは、法の定める区別が憲法14条１項に違反するか否か
は、合理的理由の有無によって決せられるとの従来の判例の立場を繰り返した
うえで、その合理的理由の有無の判断方法を明確に示していることである。す
なわち前述したように、「そのような区別をすることの立法目的に合理的根拠
が認められ」るか否か、および、「その具体的な区別と…立法目的との間に合
理的関連性が認められ」るか否かを検討し、そのいずれかが認められない場合
には、当該区別は、合理的な理由のない差別として、14条１項に違反すること
になるとのべて、２つの判断基準を明示しているのである。
もちろん最高裁は従来も実質的にはほぼ同様の判断方法をとってきた。例え
ばいわゆる尊属殺重罰規定違憲判決（16）で、刑法200条が尊属の殺害について通
常の殺人より刑を加重していることをもってただちに合理的根拠を欠き、憲法
14条１項に違反するということはできないが、法定刑を死刑または無期懲役
のみに限っている点において、その立法目的達成のため必要な限度を遙かに超
え、著しく不合理な取扱いをするものとして、憲法14条１項に違反して無効で
あるとしなければならないとしたり、非嫡出子法定相続分差別規定合憲決定（17）
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で、「現行民法は法律婚主義を採用しているのであるから、右のような本件規
定の立法理由にも合理的な根拠があるというべきであり、本件規定が非嫡出子
の法定相続分を嫡出子の２分の１としたことが、右立法理由との関連において
著しく不合理であり、立法府に与えられた合理的な裁量判断の限界を超えたも
のということはできない」としているのは、ほぼ同様の判断方法を表明したも
のといえるであろう。
しかし今回の判決のように合理的理由の内容を、「立法目的の合理的根拠」
と「具体的な区別と立法目的の合理的関連性」と明示し、しかも区別のもたら
す影響の重大性や、その区別が当事者の意思や努力によっては如何ともし難い
ものからすれば、合理的理由の有無は慎重に検討されねばならないとしている
こと、すなわち合理的理由のレベルをかなり高くしていることは、やはり従来
の判例よりも一歩進んだ印象を与えるのである。このことは尊属殺重罰規定違
憲判決や非嫡出子法定相続分差別規定合憲決定が、合理的関連性の有無の判断
に当たって、上述のように、「著しく不合理」というきわめて緩やかな基準を
用いているようにみえるのに対し、今回の判決はただ「合理的関連性」という
表現のみを一貫して用い、そのレベルを緩やかなものと受取らせるような表現
を終始避けていることからも窺われるであろう。
このような前提からスタートして最高裁判決は前述のように、立法当時は立
法目的にも、立法目的と具体的な区別との関連性にも合理性が認められたが、
時代の進展につれ、後者の合理性は消失したとするのである。こうした展開を、
これも実質的には立法目的の合理性、および立法目的と具体的な区別との合理
的関連性に沿って判断している（ただしこの２つの区別を明言したうえで論じ
るほど徹底していないのは、尊属殺重罰規定違憲判決や非嫡出子法定相続分差
別規定合憲決定の場合と同様である）２つの１審判決と比較すると、第１事件
１審判決は、日本人父との間に法律上の親子関係が生じたことに加えて、我が
国との一定の結びつきが存する子について国籍を付与するという３条１項の立
法目的には合理的根拠があるとし、我が国との一定の結びつきをさらに日本人
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親との家族関係・共同生活の成立＝父母の広義の婚姻の成立と敷衍して３条１
項をみると、それは父母の法律上の婚姻を要求し、その結果立法目的を逸脱し
て、準正子と父母が内縁関係にある非嫡出子との間で国籍取得の可否について
区別を生じさせているから、その限りで合理性を欠くとし、第２事件１審判決
はそれと断言しているわけではないが、実質的には、立法目的に合理的根拠が
ないとする判断をし、それと連動して、準正要件についてもそもそも合理性を
認めていないから、最高裁判決は、一部重なるところはあるものの、２つの１
審判決のいずれとも異なることになる。
すなわち立法目的に合理的根拠があるとする点では第１事件１審判決と類似
するものの、我が国との一定の結びつきの具体的理解およびその結果としての
準正要件の評価の点では異なり、また一貫して準正子と準正子でない非嫡出子
との国籍取得の可否の区別を判断対象としていることや、「父母の婚姻」を法
律上の婚姻と解し、そうした過剰な要件が不合理な区別をもたらすと結論して
いることなどは、第２事件１審判決と類似しているが、後者が、それと明言は
していないものの、立法目的自体に合理的根拠がなく、したがってそもそも不
合理さは３条１項を設けた昭和59年の国籍法改正時より認められるとするの
に対し、最高裁は、これまで繰り返しみたように、立法目的には依然合理性を
認めつつ、ただ時代の進展につれて具体的区別と立法目的の関連性に不合理さ
が認められるようになったとする点で異なっているのである。
おそらくここまでの最高裁判決の展開で最も評価が分かれるのは、この上の
文章の最後でふれた、準正要件は立法時には、具体的な区別と立法目的との間
の合理的関連性の要請を満たしていたが、時代の進展につれてそれを欠くにい
たったという判断であろう。それはとりも直さず、最高裁がそのように判断す
る主たる理由についての評価が分かれるということであるが、そのことについ
て判決は前述のように我が国の社会通念・社会的状況の変化、あるいは国際化
の進展・国際的交流の増大に伴う、家族生活の実体や親子関係のあり方につい
ての認識の複雑多様化を挙げている。２つの１審判決でもこうしたことが断片
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的にふれられてはいるが、結論と直接には結び付いていないのに対し、最高裁
判決ではこのことが合理的関連性を欠くにいたったとする結論の決定的な理由
になっているのである。
周知のように、こうした見解は、平成14年の国籍法２条１号合憲判決（18）に
おける梶谷裁判官と滝井裁判官の補足意見でものべられ、そこでも、「しかし
ながら、今日、国際化が進み、価値観が多様化して家族の生活の態様も一様で
はなく、それに応じて子供との関係も様々な変容を受けており、婚姻という外
形を採ったかどうかということによってその子が国籍を取得することができる
かどうかに差異を設けることに格別の合理性を見出すことは困難である」との
べられているが、家族生活の実態や親子関係のあり方についての認識の複雑多
様化といっても、当然明確な物差しがあるわけではないから、必ずしも十分に
説得的ではないのである。今回、横尾、津野、古田の３裁判官の反対意見で、
「しかしながら、家族生活や親子関係に関するある程度の意識の変化があるこ
とは事実としても、それがどのような内容、程度のものか、国民一般の意識と
して大きな変化があったかは、具体的に明らかとはいえない。実態の変化につ
いても、家族の生活状況に顕著な変化があるとは思われない」とのべられてい
るが、こうした批判は当然あり得るところであろう。筆者も実態や認識の複雑
多様化という、多分に主観に左右される曖昧な基準が合理的関連性の否定の根
拠にされることには、疑問を抱くのである。
ただ上の３裁判官の反対意見はこうした指摘を経て、準正要件を憲法14条１
項に違反するものではないとするのであるが、筆者はおおむね第２事件１審判
決がのべるのと同じ理由で、やはり準正要件はその基になっている立法目的の
点でも、目的との関連性の点でも、合理的理由を欠き、憲法14条１項に違反す
るものと考える。すなわち、３条１項の立法目的とされる、日本人を父とする
非嫡出子のうち、我が国との結びつきの強い子について国籍を付与するという
趣旨については、一応相重なる２つの説明が考えられるものの、結局そのいず
れも合理的とは評価されず、そうすれば、そのような目的のために設けられた
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とされる準正要件も必然的に合理性を欠くことになると考えるのである。つま
り３条１項の立法目的として考えられる２つの説明の１つは、そもそもはそう
した我が国との強い結びつきは血統と並ぶ国籍法の国籍付与の条件とされてい
るのであるが、日本人父または母の嫡出子、日本人母の非嫡出子、および日本
人父より胎児認知を受けた非嫡出子の場合は、日本人父または母との出生時の
明確な法律上の親子関係や、そうした場合の一般に予想される家庭生活のあり
方からして、我が国との強い結びつきの存在は当然視されるから、２条１号は
そのことを示す特段の指標を設けてその充足を求めることをしていないのに対
し、日本人父の非嫡出子の場合は我が国との結びつきは当然視されない（むし
ろ弱いことが予想される）から、結びつきの存在を示す何らかの指標を設け、
その充足を求める必要があるとして、３条１項は準正要件を掲げたという説明
であるが、当然視されるとか、されないとかいうのは観念的な想定であって、
第２事件１審判決もいうように、事実は、２条１号により国籍を取得した子で
も、我が国との強い結びつきを欠く子、逆に３条１項の要件を欠くとして国籍
取得ができない子でも我が国との強い結びつきをもつ子、等が存在することが
稀ではないのである。
第２の説明は、国籍法は国籍の取得については血統主義・生来的取得主義を
原則としており（２条１号）、血統主義の要請は満たすものの、２条１号の適
用のない子について、その補完・拡充として伝来的取得を認めた３条１項の場
合はそうした取得に伴う事情を考慮して、我が国との強い結びつきを求め、そ
の指標として準正要件を設け、その充足を求めたとする説明である。こちらの
方が通常の説明であるが、この伝来的取得に伴う事情として挙げられる、日本
人を父とする非嫡出子は国籍国（ふつうは母の国籍国であろう）である外国と
の間に密接な結びつきを生じさせている可能性があるとの指摘についても、第
１の説明の際にものべたように、そういう我が国よりも外国と強い結びつきを
もっている可能性は、２条１号により生来的に日本国籍を取得する子について
も当然考えられるのであり、とくに日本人を父とする非嫡出子に特有の事情で
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はないこと、またそもそも日本人を父とする非嫡出子のうちには、準正要件に
妨げられて日本国籍を取得できず、やむなく母の国籍国である外国を国籍国と
し続けている子も多いと考えられ、したがって日本人を父とする非嫡出子は外
国を国籍国とし、その外国との結びつきが強いと考えられることを準正要件の
合理性の理由とすることは論理的ではないこと、等からすれば首肯し難く、結
局第２の説明も合理性に乏しいといわざるを得ないのである。
このように立法目的に合理性が認められないとなれば、必然的にその目的に
対応して設けられたとされる準正要件も合理性のない過剰な要件ということに
なろう。
なお準正要件はその目的に対して過剰な要件を課すものとなっているとし、
最後まで我が国との密接な結びつきがある子に国籍を付与するという３条１項
の目的自体は合理性をもつとしている最高裁は結局、３条１項が準正要件以外
に課している、「父…が現に日本国民であるとき」等の要件を、こうした目的
を具体化した指標とするが、このような、父が現に日本国民であれば子も我が
国との密接な結びつきがあるものと認められるとする解釈は、逆に、我が国と
の密接な結びつきのある子に国籍を付与することを３条１項の目的と唱えるこ
とが、実質的にはほとんど無意味であることを示すものであろう。
以上で中間的総括を一応終って再び最高裁判決の紹介・検討に戻り、その最
後の部分の展開をみると、最高裁判決は、本件区別による違憲の状態を是正す
る方法の検討の結果として、「憲法14条１項に基づく平等取扱いの要請と国籍
法の採用した基本的な原則である父母両系血統主義を踏まえれば、日本国民で
ある父と日本国民でない母との間に出生し、父から出生後に認知されたにとど
まる子についても、血統主義を基調として出生後のおける日本国籍の取得を認
めた同法３条１項の規定の趣旨・内容を等しく及ぼすほかはない。すなわち、
このような子についても、父母の婚姻により嫡出子たる身分を取得したことと
いう部分を除いた同項所定の要件が満たされる場合に、届出により日本国籍を
取得することが認められるものとすることによって、同項および同法の合憲的
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で合理的な解釈が可能となるものということができ」るとの論をのべる。
そして判決は、このような解釈が相当である所以、あるいはその趣旨につい
てさらに説明を続けるが、それは３つにまとめられている。すなわち第１にこ
の解釈は、本件区別による不合理な差別的取扱いを受けている者に対して直接
的な救済の途を開くという観点からみて、相当性をもつとされている。有効性
においてこの解釈はすぐれているとするわけである。さらに第２に、この解釈
は、本件区別に係る違憲の瑕疵を是正するため、国籍法３条１項につき、それ
を全体として無効とすることなく、過剰な要件を設けることにより本件区別を
生じさせている部分のみを除いて合理的に解釈したものであって、その結果
も、準正子と同様の要件による日本国籍の取得を認めるにとどまるものである
とされている。つまりこの解釈は、その操作が最小限度にとどまり、効果も従
来の規定のそれを超えるものではない点でも、相当性をもつということであろ
う。さらにまた第３に、この解釈は、日本国民との法律上の親子関係の存在と
いう血統主義の要請を満たすとともに、父が現に日本国民であることなど我が
国との密接な結びつきの指標となる一定の要件を満たす場合に出生後における
日本国籍の取得を認めるものとして、同項の規定の趣旨および目的に沿うもの
であって、相当であり（ただし筆者自身はこのような理解に疑問をもつことに
ついては前述した）、この解釈によって裁判所が法律にない新たな国籍取得の
要件を創設し、国会の本来的な機能である立法作用を行うものと評価すること
は、当を得ないとされている。当然こうした批判が上ることを予想して、そう
ではない所以をのべているわけである。
こうして改めていえば、判決は、「日本国民である父と日本国民でない母と
の間に出生し、父から出生後に認知された子は、父母の婚姻により嫡出子たる
身分を取得したという部分を除いた国籍法３条１項所定の要件が満たされると
きは、同項に基づいて日本国籍を取得することが認められるというべきであ
る」との結論、すなわち、「国籍法３条１項の規定は、準正要件を定める部分、
すなわち条文の文言でいえば、『婚姻及びその』並びに『嫡出』の部分に限っ
― 144 ―
九州国際大学法学論集　第15巻　第３号（2009年）
て憲法14条１項に違反し、違憲無効であるというべきである」とした第２事件
１審判決と同様の結論をのべるのである。
前稿②でのべたように筆者は現行国籍法の下では、こうした解釈によって原
告の救済をはかることはやむを得ないことと考えるので、このような最高裁の
結論に賛成する。ただこうした解釈方法が全面的な賛成を得難いと思われるこ
とも前稿②でのべたところであり、実際今回の判決においてもこの点につきい
くつかの疑問や対立する意見、あるいは考え方がのべられている。
このことも含めて最後に、補足意見、意見、反対意見のうちから、とくに注
目されるもののみをピックアップして紹介すると、甲斐中、堀籠の２裁判官は、
すでに簡単ながら紹介した横尾、津野、古田の３裁判官の反対意見とは異なる
反対意見をのべている。すなわち本件区別は、「３条１項が制定された当時に
おいては合理的な根拠があり、憲法14条１項に違反するものではないが、遅く
とも、上告人が法務大臣あて国籍取得届を提出した当時には、合理的な理由の
ない差別となっており、本件区別は同項に違反するものであったと考える」と
し、上の３裁判官とは違ってこの点では多数意見に同調するのである。しかし
両裁判官は、多数意見は国籍法３条１項の規定自体を違憲とするが、違憲とな
るのは実は非準正子に届出により国籍を付与するという規定が存在しないとい
う立法不作為の状態であるとして、結局、この点、およびその後の展開におい
て多数意見と大きく分かれる。つまり２裁判官は、３条１項は準正子に届出に
より国籍を付与する旨の創設的・授権的規定であって、規定自体は何ら憲法に
違反するところはないのであり、したがってまた３条１項の規定の解釈から非
準正子に届出による国籍の取得を認めることはできないことになるところ、そ
れを認める多数意見は、法律にない新たな国籍取得の要件を創設するもので
あって、実質的には司法による立法に等しいといわざるを得ないとするので
る。
この、問題は３条１項の規定自体ではなく、非準正子に届出により国籍を付
与する規定が存在しないという立法不作為であり、３条１項の解釈により非準
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正子に届出による国籍の取得を認めることは、実質的には司法による立法措置
であるとの批判は、横尾、津野、古田の３裁判官も同調するところであるが、
筆者にはやはり疑問が感じられる。つまり上にみた立法不作為論は、国籍法は
非準正子の届出による国籍の取得については何ら意思表示をしていないとの
理解に立つものと思われるが、筆者はむしろ３条１項は、２条１号によって生
来的に国籍を取得できない子、すなわち生後認知によって日本人父と法律上の
親子関係が発生した子の伝来的な国籍の取得について検討した結果、そのうち
の準正子については届出による国籍の取得を認めるが、非準正子には認めない
という趣旨で提案され、成立した規定と解すべきであると考えるのである。重
ねていえば、プロセスとしては、父母両系血統主義を踏まえつつ、日本人父よ
り生後認知を受けた非嫡出子の国籍の問題にどう対応すべきかという問題意識
が先ずあり、次いでそうした子全体ではなく、そのうちの準正要件を満たすに
いたった子についてのみ届出による取得を認める（非準正子については認めな
い）という案の決定・成立があったのであり、したがって３条１項は、非準正
子に対して日本国籍を届出によっては付与しない趣旨を含む規定であると解す
るのが、やはり自然であろうと考えるのである（今井裁判官の補足意見―那須
裁判官、涌井裁判官同調―も同旨を強調している。また泉裁判官の補足意見で
も、「国籍法３条１項の趣旨は日本国民の子で同法２条の適用対象とならない
ものに対し日本国籍を付与すること」にあるが、同条項は、「『父母の婚姻』を
要件とすることにより、父に生後認知され『父母の婚姻』がない非嫡出子を付
与の対象から排除している」とのべられている）。甲斐中、堀籠両裁判官は、
３条１項をこうした趣旨を含むものと解することに反対するが、このような、
３条１項は２条１号によって生来的に国籍を取得しない子のうちからストレー
トに（非準正子の存在と関わりなく）準正子をピックアップして、国籍の取得
を可能にした規定である（非準正子の国籍の取得について何らかの意思を示し
た規定ではない）との理解は、形式的にすぎるのではなかろうか。
なお横尾、津野、古田の３裁判官の立場からすれば、仮に非準正子に届出に
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よる国籍の取得を認めないことが違憲であるとしても、また、甲斐中、堀籠の
２裁判官の立場からすれば、非準正子に対し届出による国籍付与の途を閉じて
いる立法不作為が違憲であることは認めるとしても、結局そのことから、届出
により国籍を取得するという法的地位が非準正子である原告に発生するわけで
はないことは明らかであるとして、上告は棄却されることになるわけである
が、筆者はそうした批判に与する者ではないものの、だとすれば、そもそも憲
法判断をする必要があったのか、２つの２審判決のようにそれを回避しつつ、
上告を棄却する方法もあったのではないかという批判もあり得よう。おそらく
５人の裁判官は、多数意見の憲法判断に呼応して自らの憲法判断ものべたとい
うことであろうが、反対意見については、こうした疑問も出される余地がある
ことを付け加えておきたい（19）。
最後に補足意見や意見で展開されている興味ある見解で、これまでに未だふ
れていないものを簡単に紹介しておこう。
泉裁判官は補足意見で、３条１項が非準正子を適用対象から排除しているこ
とは、国籍の付与に関し、非嫡出子であるという「社会的身分」と、日本国民
である親が父であるという親の「性別」により、非準正子を差別するものであっ
て、それが憲法14条１項に違反しないというためには、差別の対象となる権益
が日本国籍という基本的な法的地位であり、差別の理由が同条項に差別禁止事
由として明示的に掲げられているものであることからして、強度の正当化事由
が必要であるとする。そしてこのことは具体的には、「国籍法３条１項の立法
目的が国にとり重要なものであり、この立法目的と、『父母の婚姻』により嫡
出子たる身分を取得することを要求するという手段との間に、事実上の実質的
関連性が存することが必要である」ことを意味するとするのであるが、周知の
ように「社会的身分」の意義については、広狭さまざまな理解があり、また親
の性別の差による子の取扱いの差を、ストレートに性別による子の差別的取扱
いと評価することが妥当かも疑問があるから（このことにつき多数意見は前に
ものべたように、「父母両系血統主義を採用する国籍法の下で、日本国民であ
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る母の非嫡出子が出生により日本国籍を取得するにもかかわらず、日本国民で
ある父から出生後にも認知されたにとどまる非嫡出子が届出による日本国籍の
取得すら認められないことには、両性の平等という観点からみてその基本的立
場に沿わないところがあるというべきである」と、よりマイルドな評価をして
いる）、にわかには賛成し難い。ただこのように、近年の学説の説く差別的取
扱いの合憲性の審査基準が反映されていることは注目すべきであろう。
藤田裁判官の意見の論旨は独特のもので、現行国籍法の下、日本人である父
と日本人でない母との間に生まれた子の間で、準正要件を満たすか否かの違い
により、日本国籍の取得に関し、憲法上是認し得ない差別が生じる結果となっ
ていること、およびこの差別は３条１項を合理的に解釈することによって解消
することが可能であり、また本件においてはそうすべきであるとすること等の
点においては多数意見と同様であるが、３条１項の趣旨と本件における違憲状
態の生じる所以の理解の点では反対意見と共通するものである。
すなわち３条１項の趣旨については、「同項が準正要件を定めているのは、
準正子でありかつ同項の定めるその他の要件を満たす者についてはこれを特に
国籍取得の上で優遇する趣旨なのであって、殊更に非準正子を排除しようとす
る趣旨ではない」とするのであるが、筆者がこうした見解を採らないことにつ
いてはすでにのべた。またそれと連動して、違憲状態が生じているのも３条が
準正要件のみを設けて、非準正子にも適用され得る要件を置いていないという
立法府の不作為によるとするのであるが、筆者のように３条１項の趣旨につい
て藤田裁判官のような見解を採らない立場からすれば、当然この立法府の不作
為という見解も採り得ないことは、これまた前述したところである。
ただ藤田裁判官は原告の請求を棄却すべしとする反対意見の５裁判官と異な
り、それを認容すべきであるとするのであるが、それは、「立法府がすでに一
定の立法政策に立った判断を下しており、また、その判断が示している基本的
な方向に沿って考えるならば、未だ具体的な立法がされていない部分において
も合理的な選択の余地は極めて限られていると考えられる場合において、著し
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く不合理な差別を受けている者を個別的な訴訟の範囲内で救済するために、立
法府が既に示している基本的判断に抵触しない範囲で、司法権が現行法の合理
的拡張解釈により違憲状態の解消を目指すことは、全く許されないことではな
いと考える」という判断によるものである。
　具体的には国籍法の諸規定の基盤に、少なくとも、日本国民の子である者の
日本国籍の取得については、国家的公益的見地からして問題がないと考えられ
る限り優遇措置を認めようとする政策判断が存在することは、否定し得ない
し、また３条１項の存在を前提とする以上、現に生じている違憲状態を解消す
るためには、非準正子についても準正子と同様の扱いとすることが、ごく自然
な方法であるということができる等の判断によるものであるが、繰り返してい
えば、筆者はそもそも３条１項を準正子について優遇措置を定めたものとする
見解を採らないので、そうした見解を前提とした以上のような藤田裁判官の行
論にはやはり賛成することはできない。
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